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かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱

（趣旨）

第１条 かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局（以下「事務局」という。）は，

社会経済のデジタル化が進む中，県内中小企業が取り組むＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）の推進に向けたデジタル技術の導入や社内デジタ

ル人材の育成等を支援し，競争力の向上等を図るため，第３条に定める要件

に該当する者に対し，予算の範囲内において補助金を交付するものとし，そ

の交付については，この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。

(1) 補助事業 補助金の交付の対象となる事業をいう。

(2) 補助事業者 補助事業を行う者をいう。

(3) 補助対象経費 補助金交付の対象となる経費をいう。

(4) 中小企業 既に鹿児島県内（以下「県内」という。）で事業を営む中小

企業支援法（昭和38年法律第147号）第２条第１項に規定する中小企業者

をいう。ただし，次に掲げるいずれかに該当する者は，大企業とみなして

補助対象者から除く。

ア 発行済株式の総数又は出資の総額の２分の１以上を同一の大企業が所

有している中小企業者

イ 発行済株式の総数又は出資の総額の３分の２以上を大企業が所有して

いる中小企業者

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が，役員総数の２分の１以上を

占めている中小企業者

(5) ＤＸの推進 データとデジタル技術を活用して，顧客や社会のニーズを

基に，製品やサービス，ビジネスモデルを変革するとともに，業務そのも

のや，組織，プロセス，企業文化・風土を変革し，競争上の優位性を目指

すことをいう。

（補助事業者の要件等）

第３条 中小企業のうち，次のすべての要件を満たす者。ただし，政治団体，

宗教上の組織若しくは団体，その他知事が適当でないと判断するものを除く。

(1) 県内に事業所を有すること。

(2) 暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人その他
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の団体又は個人ではないこと。また，次のいずれかに該当する法人その他

の団体又は個人でないこと。

ア 暴力団員等（鹿児島県暴力団排除条例（平成26年鹿児島県条例第22号）

第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）

イ 自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者

ウ 暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わ

ず，金銭，物品，その他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供

与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与し

ている者

エ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

オ 暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするため

にこれらを利用している者

カ アからオまでに掲げる者の依頼を受けて，補助金の交付を受けようと

する者

キ アからオまでに掲げる者のほか，補助金の趣旨・目的に照らして適当

でないと知事が判断する者

(3) 県税の未納がない者であること。

(4) 政治団体宗教上の組織若しくは団体でないこと。

(5) ＤＸの推進を補助事業として行う者であること。

(6) ＩＴベンダー又は認定経営革新等支援機関と共同で事業計画書を作成す

る者であること。

(7) 他の制度等により同一事業で補助金又は助成金を受けている者ではない

こと。

(8) (1)から(7)までに掲げるもののほか，その他事務局が適当でないと判断

する者を除く。

（補助対象経費等）

第４条 補助対象経費等は，別表に掲げるもののうち，補助金の交付決定の通

知の日から当該年度の２月末までの間に実施し，支払いがなされたものと

する。

（補助金額）

第５条 補助金額は，次のとおりとする。
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(1) 補助対象経費に３分の２を乗じた額（千円未満の端数は切り捨て）以内

とする。

(2) １補助事業者に付き，上限2,000千円

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付申請をしようとする者は，別に定める期間内に，補助金

等交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付して事務局に提出

しなければならない。

(1) 事業計画書（別記第１号様式 別紙１）

(2) 数値計画（別記第１号様式 別紙２）

(3) 収支予算書（別記第１号様式 別紙３）

(4) 確定申告書の写し（貸借対照表，損益計算書等を含む）

(5) 申請日以前３か月以内に取得した履歴事項全部証明書の原本（法人のみ）

(6) 運転免許証の写し等の身分証明となるもの（個人のみ）

(7) 見積書等（補助対象の経費の積算が確認できる書類）

(8) 旅費規程等の写し（旅費を計上する場合）

(9) 「県税に未納がない」ことを証明する納税証明書（申請日以前３か月以

内のもの）

(10) その他事務局が必要と認める書類

２ 補助金の交付を受けようとする者は，第１項の補助金の交付の申請をする

に当たって，当該補助金に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」と

いう。）に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のう

ち，消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法の規定による地方消費

税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下

「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならな

い。ただし，申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでないもの

については，この限りでない。

（補助金の交付の条件）

第７条 補助金の交付の条件は，次に定めるとおりとし，その旨の条件を付し

て交付決定を行うこととする。

(1) 補助事業を中止又は廃止しようとするときは，補助事業の中止（廃止）

承認申請書（別記第２号様式）により事務局の承認を受けること。

(2) 補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又

は補助事業の遂行が困難となったときは，速やかに事務局に報告し，その
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指示を受けること。

(3) 補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳，金銭（預金）出納

簿等の帳簿及び契約書，領収書等の明細が分かる証拠書類は，補助事業が

完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保存すること。

(4) その他この要綱の定めに従うこと。

２ 事務局は，第６条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについ

ては，補助金に係る消費税等仕入控除税額について，補助金の額の確定にお

いて減額を行うこととし，その旨の条件を付して交付決定を行うこととする。

（補助金の交付決定及び通知）

第８条 事務局は，第６条第１項により交付申請書を受理した場合は，当該申

請の内容及び額について審査し，補助金を交付すべきものと認めたときは，

補助金の交付決定を行い，交付決定通知書（別記第３号様式）により通知す

るものとする。

２ 前項の審査については別に定める。

３ 事務局は，第１項の規定に基づく審査の結果，補助金を交付すべきものと

認めなかったときは，不交付決定通知書（別記第４号様式）により通知する

ものとする。

４ 第１項の規定に基づく交付の決定に当たり，第６条第２項により補助金に

係る消費税等仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについ

ては，これを審査し，適当と認めたときは，当該消費税等仕入控除税額を減

額するものとする。

（申請の取下げ）

第９条 補助事業者が第６条第１項の規定による申請を取り下げるときは，交

付の決定の通知を受けた日から15日以内に交付申請取下書（別記第５号様式）

を事務局に提出することにより行うものとする。

（事情変更による決定の取消し等）

第10条 事務局は，補助金の交付の決定をした場合において，その後の事情の

変更により特別の必要が生じたときは，補助金の交付の決定の全部若しくは

一部を取り消し，又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更する

ことがある。ただし，補助事業のうち既に経過した期間に係る部分について

は，この限りでない。

２ 事務局が前項の規定により補助金の交付の決定を取り消す場合は，次の各

号の一に該当する場合とする。
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(1) 天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業

の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合

(2) 補助事業者が補助事業を遂行するため必要な土地その他の手段を使用す

ることができないこと，補助事業に要する経費のうち補助金によって賄わ

れる部分以外の部分を負担することができないことその他の理由により補

助事業を遂行することができない場合（補助事業者の責めに帰すべき事情

による場合を除く。）

（補助事業の遂行）

第11条 補助事業者は，法令，条例等（以下「法令等」という。）の定め並び

に補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その他事務局の指示に従

い，善良な管理者の注意をもつて補助事業を行わなければならず，補助金の

他の用途への使用をしてはならない。

（状況報告等）

第12条 事務局は，必要があると認めるときは，別に定めるところにより，補

助事業者に対し，補助事業の遂行の状況について報告を求めることができる。

２ 補助事業者は，次の各号の一に該当する場合には，あらかじめ事務局に報

告してその承認又は指示を受けなければならない。

(1) 補助事業を中止，又は廃止しようとするとき。

(2) 補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき，

又は補助事業の遂行が困難となったとき。

（補助事業の遂行等の指示）

第13条 事務局は，補助事業が法令等の定め又は補助金の交付の決定の内容若

しくはこれに付した条件その他事務局の指示に従って遂行されていないと認

めるときは，当該補助事業者に対し，これらに従って当該補助事業を遂行す

べきことを指示することがある。

２ 事務局は，補助事業者が前項の規定による指示に違反したときは，その者

に対し，当該補助事業の遂行の一時停止を指示することがある。この場合に

おいて，事務局は，当該補助事業者が前項の規定による指示の内容に適合さ

せるための措置を事務局の指定する期日までに執らないときは，第19条の規

定により当該補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消す旨を明らかに

するものとする。

（補助事業の内容等の変更）

第14条 補助事業者は，第８条第１項の規定による通知を受けた後，補助事業
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の内容等について，次に掲げる変更事由が生じたときは，計画変更承認申請

書（別記第６号様式）に事業計画書（別記第１号様式 別紙１）その他事務

局が必要と認める書類を添えて事務局に提出しなければならない。

(1) 補助金交付決定額の増額又は３割を超える減額変更をしようとすると

き。

(2) 補助目的及び補助事業の実施に影響を及ぼす大幅な変更をするとき。

２ 事務局は，前項の規定により補助事業の内容等の変更の申請があった場合

において，当該申請の内容が適正であると認めたときは，その承認をするも

のとする。この場合において，承認のみを行うときは変更決定通知書（別記

第７号様式）により，変更承認に併せて変更交付決定を行うときは変更交付

決定通知書（別記第８号様式）により行うものとする。

（実績報告）

第15条 補助事業者は，補助事業が完了したときは，当該年度の２月末までに

補助事業等実績報告書（別記第９号様式）を事務局へ提出しなければならな

い。

２ 前項の実績報告書に添付すべき書類は，次のとおりとする。

(1) 事業成果報告書（別記第９号様式 別紙１）

(2) 数値計画（別記第９号様式 別紙２）

(3) 収支決算書（別記第９号様式 別紙３）

(4) 補助対象経費の支払いが確認できる書類

(5) その他事務局が必要と認める書類

（検査等）

第16条 事務局は，補助事業の適正な執行を図るため必要があると認めるとき

は，補助事業者に対して報告若しくは関係書類の提出を求め，若しくは帳簿，

書類その他物件等を検査することができる。

（補助金の額の確定）

第17条 事務局は，実績報告書を受理した場合においては，報告書等の書類の

審査及び必要に応じて行う現地調査等により，その報告に係る補助事業の成

果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものである

かどうかを調査し，適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定

し，当該補助事業者に交付確定通知書（別記第10号様式）により通知するも

のとする。

（補助金の交付）
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第18条 前条の通知を受けた補助事業者は，補助金の交付を受けようとすると

きは，補助金交付請求書（別記第11号様式）に関係書類を添えて事務局に提

出しなければならない。

２ この補助金は，精算払いにより交付するものとする。

（補助金の交付の決定の取消し）

第19条 事務局は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたとき

は，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 法令等又はこの要綱やそれらに基づく事務局の指示に違反したとき。

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき，又は交付決定の内容やこ

れに付された条件に違反したとき。

(3) 補助事業や提出書類等に虚偽その他不正の行為があったとき。

(4) 第３条第１項各号の規定に該当しないことが明らかとなったとき。

２ 前項の規定は，第17条に基づく額の確定があった後においても適用する。

３ 事務局は，第１項の規定により交付決定の取消を行ったときは，交付決定

取消通知書（別記第12号様式）により補助事業者に速やかに通知するものと

する。

（補助金の返還）

第20条 事務局は，第19条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取

り消した場合において，既に補助金の交付を行っているときは，補助金を返

還させることができる。

２ 事務局は，前項に基づき補助金を返還させるときは，次に掲げる事項を補

助事業者に通知する。

(1) 返還すべき補助金の額

(2) 加算金及び延滞金に関する事項

(3) 返還期限

（取得財産の管理及び処分の制限）

第21条 補助事業者は，補助事業が完了した後も，当該事業により取得し，又

は効用が増加した交付対象物を善良な管理者の注意を持って管理するととも

に，補助金交付の目的に沿って，その効果的な運用を図らなければならない。

２ 補助事業者は，補助事業により取得し，又は効用が増加したと事務局が認

める交付対象物を処分，他の用途に使用，譲渡，交換，貸与または担保の用

に供しようとするときは，あらかじめ取得財産処分承認申請書（別記第13号

様式）を事務局に提出し，その承認を受けなければならない。ただし，当該



- 8 -

財産が前条の規定に基づき補助金の全部に相当する額を返還した場合はこの

限りでない。

３ 事務局は，前項の申請があった場合，取得財産処分承認通知書（別記第14

号様式）により補助事業者に通知を行うものとする。

４ 第２項の承認が必要な財産は，当該財産の取得価格又は効用の増加価格が

50万円以上の財産であって，「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭

和40年大蔵省令第15号）に定める期間を経過していないものとする。

（産業財産権等に関する届出）

第22条 補助事業を実施することにより特許権，実用新案権，意匠権又は商標

権（以下「産業財産権」という。）が発生した場合，その帰属先は，以下の

項目を遵守することを条件に，原則として補助事業者とする。

(1) 補助事業者は，補助事業に基づく発明，考案等に関して産業財産権を当

該事業年度又は事業年度終了後５年以内に出願若しくは取得した場合又は

それらを譲渡し，若しくは実施権を設定した場合には，遅滞なくその旨を

記載した産業財産権届出書（別記第15号様式）を事務局に提出すること。

(2) 事務局が公共の利益のために特に必要があるとして要請する場合，事務

局に対し，当該産業財産権を無償で利用する権利を許諾すること。

(3) 当該産業財産権を県内において相当期間活用しておらず，かつ，正当な

理由がない場合で，事務局が特に必要があるとして要請するときは，第三

者への実施許諾を行うこと。

(4) 本事業の実施期間中及び事業終了後５年以内に産業財産権の移転，専用

実施権の設定又は移転の承諾をしようとするときは，あらかじめ事務局の

承認を得ること。

２ 前項の規定にかかわらず，第15条に規定する実績報告に係る納入物の著作

権は，ソフトウェア等の著作権を除き全て事務局に帰属するものとする。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第23条 補助事業者は，補助金の交付後に消費税等の申告により，補助金に係

る消費税等仕入控除税額が確定した場合には，消費税等の額の確定に伴う報

告書（別記第16号様式）により，速やかに事務局に報告しなければならない。

２ 事務局は，前項の報告があった場合には，当該消費税等仕入控除税額の全

部又は一部の返還を命ずることがある。

（事業状況報告等）

第24条 補助事業者は，補助事業について実績報告書を提出した日の属する年
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度の翌年度から５年間，当該年度の５月末日までに，当該補助事業の実施成

果の事業化の状況についての事業状況報告書（別記第17号様式）を事務局に

提出しなければならない。

２ 前項の事業状況報告書に添付すべき書類は，次の通りとする。

(1) 事業状況報告明細（別記第17号様式別紙１）

(2) その他事務局が必要と認める書類

３ 決算期の都合から，５月末日までに事業状況報告書を提出できない事業者

は，決算確定後，遅滞なく事業状況報告書を提出しなければならない。また，

提出が遅延する場合は，事前に事務局に連絡のうえ，対応を協議しなければ

ならない。

（立入検査等）

第25条 事務局は，補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると

きは，補助事業者に対して報告をさせ，又は職員にその事務所，事業場等に

立ち入り，帳簿書類その他の物件を検査させ，若しくは関係者に質問させる

ことがある。

（証拠書類の保管）

第26条 補助事業者は，補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，

かつ，当該収入及び支出に係る証拠書類を５年間保管しなければならない。

（補助事業の公表）

第27条 事務局は，必要と認めるときは，補助事業者の名称，代表者名，補助

事業の内容等について公表することができる。

（雑則）

第28条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は，令和６年６月28日から施行する。
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別表

１ 補助対象経費

※１ 月額・年額で使用料金が定められている形態の製品（サブスクリプショ

ン販売形式等）及びその保守は最大２年分の費用が補助対象となる 。

※２ 直接従事する者（補助事業者と雇用関係が結ばれている者に限る）の試

作・改良業務時間に対応する人件費に限るものとする。ただし，補助対

象経費総額の３分の１を超えない額までとする。

※３ 派遣する社員に係る派遣期間中の基本給相当額

補助対象経費 内容

ソフトウェア等

購入費

ソフトウェア，システム等の購入・構築，借用または改良に要する経費

（※１）

クラウドサービス

利用料

クラウドサービスの利用に関する経費（※１）

機械装置等購入費 機械装置・工具・器具等の購入，製作，改良，据付または借用に要する経

費（※１）

ただし，単なる機械装置等の導入は認められず，ソフトウェア，クラウド

サービス等と連携し，データの収集や利活用を行うなど，デジタル技術を

活用し，ＤＸの推進に必要と判断されるものに限る。

試作・改良費 原材料及び副資材の購入に要する経費，構築物の購入，建造，改良，据付

または借用に要する経費（ただし，対象となる構築物は，簡易なものに限

る。），外注加工，検証等に要する経費，直接人件費（※２），特許取得

費，研究費

ただし，販売を目的とした製品の試作・改良に係る経費は認められず，既

存の装置にデータ等を取得するための試作・改良を行うなど，ＤＸの推進

に必要と判断させるものに限る。

専門家の招へい

経費

専門家の技術指導や助言が必要な場合に，専門家に依頼したコンサルティ

ング業務に要する経費，旅費

研修費 自社のＤＸ人材の育成に必要な講座受講料，直接人件費（※３），旅費

ただし，社内で実施する研修や導入したソフトウェア等の使用方法の指導

等，社内に専門家を招へいする場合の項目は，専門家の招へい経費とな

る。

その他 その他，知事が特別に必要と認める経費
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２ 補助対象外となる経費

・汎用性の高い機器（パソコン，タブレット端末，スマートフォン等）は，

対象事業の用途にのみ使用し，他の用途での使用（目的外使用）が無いと

整理できる場合にのみ対象とする。

・販売を目的とした，ソフトウェア，機械装置等の開発，製作，修繕等に係

る費用

・申請者と別法人（親会社，子会社等のグループ会社を含む）への導入等に

係る経費

・事務所等に係る家賃，保証金，敷金等

・フランチャイズ加盟料

・電話代，インターネット代等の通信費

・金券購入費

・新聞購読料

・団体会費

・収入印紙，公租公課

・振込手数料・代引き手数料，保険料

・資格取得のための検定費用

・他団体からの補助又は委託を受けている事業に要する経費

・用地，建物等の不動産の取得に要する経費

・経営者及び役員の人件費

・飲食代

・使途の定まっていない活動に対する経費

・補助事業を一括して委託する経費

・上記の他，公的な資金の用途として社会通念上，不適切と認められる経費



 

第１号様式（第６条関係） 

      年    月    日  

 

かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

                                         所 在 地 

                               申請者   名    称 

                                         職・代表者名                               

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

交付申請書 

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業を実施したいので，かごしま中小企業ＤＸ推進

事業費補助金（事業者用）交付要綱第６条の規定により，関係書類を添えて下記のとおり申

請します。 

 

記 

１  補助事業の概要 

補助事業のテーマ  

実施予定期間 年  月  日～   年  月  日 

補助対象経費（事業費総額）  円 

補助金交付申請額  円 

 

２ 連絡担当者 

所属名  職 名  

氏 名  電 話  

ＦＡＸ  E-mail  

 

３ 誓約事項 ※以下のすべての項目に☑を入れてください。 

 □ 当社（私）は，反社会的勢力に該当せず，今後においても反社会的勢力との関係を持つ意思

がないことを確約します。 

 □ 当社（私）は，現在，法令違反による処罰を受けておらず事業運営に支障のないことを確約

します。 

 □ 申請書及び添付書類の記載事項に虚偽はありません。なお，虚偽の申請等を行ったことが判

明した場合には補助金を返還します。 

 

４ 関係書類 

(1) 事業計画書（別記第１号様式 別紙１） 

(2) 数値計画（別記第１号様式 別紙２） 

(3) 収支予算書（別記第１号様式 別紙３） 

(4) 確定申告書の写し（貸借対照表，損益計算書等を含む） 

(5) 申請日以前３か月以内に取得した履歴事項全部証明書の原本（法人のみ） 

(6) 運転免許証の写し等の身分証明となるもの（個人のみ） 

(7) 見積書等（補助対象の経費の積算が確認できる書類）  

 (8) 旅費規程等の写し（旅費を計上する場合） 

(9)「県税に未納がない」ことを証明する納税証明書（申請日以前３か月以内のもの） 

(10) その他事務局が必要と認める書類 

 



 

第１号様式 別紙１ 

事業計画書 

 

１ 申請者の概要 

企 業 名  

所 在 地※1 〒 

 

代 表 者 氏 名  

主 た る 業 種 の

産 業 分 類※2 

中分類コード   項目名  

企業概要 設立年：       資本金：      従業員数：      

業務内容： 

 

国又は県等の 

補助事業の有無 

 ☐無  ☐有（事業名：                 ） 

※有の場合，事業計画書を添付すること。 

「パートナーシッ

プ構築宣言」 

の有無 

 ☐無  ☐有 

※申請時点において，ポータルサイト※３に 

企業名の掲載があることが条件です。 

「SECURITY ACTION

一つ星」 

宣言の有無 

☐無  ☐有 

※申請時点において，情報セキュリティ対策支援サイト※４に 

企業名の掲載があることが条件です。 

※１ 県外本社の場合，県内事業所の住所を記載してください。 

※２ 日本標準産業分類（平成 25 年（2013 年）10 月改定）の中分類コード，項目を記載

してください。 

（参考：日本標準産業分類：https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html） 

※３ ポータルサイト URL：https://www.biz-partnership.jp 

※４ 支援サイト URL：https://security-shien.ipa.go.jp/security/index.html 

 

２ ＩＴベンダー又は認定経営革新等支援機関の概要 

支 援 機 関 名  

所 在 地 〒 

 

代 表 者 氏 名  

支援機関概要 設立年：       資本金：      従業員数： 

業務内容： 

担当者 職名：           氏名： 

主な職務内容： 

電話：           E-mail： 

ＩＴベンダー 

主たる業種※1 ☐ソフトウェア業 ☐情報処理・提供サービス業  

☐インターネット付随サービス業 

認定経営革新等支援機関 

認定経営革新等 

支援機関ＩＤ番号※2 

            

※１ 日本標準産業分類（平成 25年（2013 年）10 月改定）の小分類番号を参考にいずれ
か１つにチェックを入れてください。 

（参考：日本標準産業分類 大分類Ｇ-情報通信業:https://www.soumu.go.jp/main_content/000290726.pdf ）  

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html
https://www.biz-partnership.jp
https://security-shien.ipa.go.jp/security/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_content/000290726.pdf


 

※２ 認定経営革新等支援機関のＩＤ番号については中小企業庁のホームページより検索
し，記入してください。認定経営革新等支援機関の名称については，同ホームページ
に記載されているものと一致させるようご留意ください。 

（参考：認定経営革新等支援機関検索システム：https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea ） 
 

 

３ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進に向けた取組 

(1) 補助事業のテーマ 

 

 

 

(2) ＤＸの内容 

※今回の取組で目指すＤＸの内容をチェックしてください。 

☐ 製品やサービスの変革（新製品や新サービスの開発等）  

☐ ビジネスモデルの変革（新たなビジネスモデルの創出等） 

☐ 既存業務の変革（労働生産性の向上等） 

(3) 社内のデジタル教育・人材育成の状況 

※これまで実施した項目をチェックし，（  ）内に実施内容を記入してください。 

 ☐ 社外デジタル関連セミナーの受講 

（セミナー名：          実施団体：        参加人数： 人） 

（セミナー名：          実施団体：        参加人数： 人） 

 ☐ 社内デジタル関連研修の実施（前回実施日：令和 年 月 日 参加人数： 人） 

 ☐ 資格取得の奨励 

  （資格名：               取得人数： 人） 

（資格名：               取得人数： 人） 

 ☐ その他（                               ） 

 ☐ なし 

(4) 現在の経営課題（200 文字以内） 

※今回の補助事業で解決する経営課題を，簡潔に記載してください。 

 

 

 

 

 

(5) デジタル技術・研修活用による経営課題解決の実施内容（400 文字以内） 

※デジタル技術・研修活用によって解決する経営課題が複数ある場合は，課題ごとに分け

て記載し，活用するデジタル技術・研修の内容を含めて整理してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) デジタル技術・研修活用による経営課題解決の期待効果（200 文字以内） 

※今回の補助事業を実施することにより，期待できる効果を定量的な指標で記載してくだ

さい。（定性的な評価を記載する場合は，定量的な効果を記載した上での補足事項として

記載してください。） 

 

https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea


 

 

 

 

 

(7) 事業推進体制（必要に応じて行を追加すること） 

役割 所属・役職 氏名 職務内容 

推進責任者    

推進担当者    

    

    

    

    

(8) 事業推進スケジュール 

 

 

 

 

 

(9) 事業終了後のＤＸ推進計画 

 

 

 

 

 

 

４ 汎用性の高い機器（パソコン，タブレット端末，スマートフォン等）の計上の有無 

 

 ☐ 補助対象経費に計上する         ☐ 補助対象経費に計上しない 

 ※ 計上する場合は下記に概要を記載すること。 

 

(1) 計上する機器の名称，台数 

機器名：                 台数： 台 

機器名：                 台数： 台 

(2) 機器の必要性，使用用途 

※複数台導入する場合は，設置場所，設置店舗等を含めて記載し，導入台数が妥当なもの

であるかの説明を行ってください。必要に応じて，設置図等の資料を添付してください。 

 

 

 

 

 

 



第１号様式 別紙２
数値計画

基準年 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後
Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

売上高 千円

売上原価 千円

売上総利益 千円 0 0 0 0 0 0

従業員数 人

従業員一人当たりの
年間平均労働時間

時間

労働生産性 千円／人

基準年に対する
労働生産性の増加率

％

※「基準年度」には，補助事業実施年度の前年の決算又は見込みを記載してください。
※従業員数は契約社員，パート・アルバイトを含んだ数を記載してください。



第１号様式　別紙３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（金額単位：円）

単価 数量 単位

※1,000円未満切り捨
て

※スペースが足りない場合は，適宜挿入して記載ください。

※全て消費税抜き（小数点以下は切り捨て）で計上して下さい。

※補助金交付申請額（B)は補助対象経費（A)に補助率（２/３以内）を掛けて，1,000円未満を切り捨てて算出します。

企業名

補助対象経費　A　　

補助金交付申請額　B（A×2/3）

備考

※ただし，Bが補助上限額を超える場合は，それぞれ上限額を記入してください。

Ｄ
Ｘ
の
推
進

収支予算書

１　支出明細書

事業
区分

経費区分 内容

積算

金額



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名

２　収支計画書

自 己 資 金

借 入 金

補　助　金
(B)

そ の 他

合　　計
(D)

ＤＸの推進
(A)

  ※全て消費税抜き（小数点以下は切り捨て）で計上して下さい。

　※備考欄には，その具体的な内容等を記載してください

合　　計
(C)

　※A～Dは入力不要です。（支出明細書から自動転記）

備      考

支
　
　
　
　
出

収
　
　
　
　
入

（単位：円）

項   目 金　　額



第２号様式（第７条関係） 

 

 年  月  日 

 

 

 かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

                                             所 在 地 

                    申請者 名  称 

                        職・代表者名               

               

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

中止（廃止）承認申請書 

 

 令和 年  月  日付けで交付申請した標記補助金について，かごしま中小企業ＤＸ推進事

業費補助金（事業者用）交付要綱第７条第１項第１号の規定により，下記のとおり中止・廃止す

るので申請します。 

 

記 

 

申請年月日    年   月   日 

交付申請額 

又は交付決定額 
           円 

中止（廃止）の理由  

中止（廃止）の年月日    年   月   日（予定） 

 



 

第３号様式（第８条関係）  

 

番     号 

                                年  月  日 

 

 

         殿 

 

 

かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局   印  

 

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

交付決定通知書 

 

 

 

年  月  日付けで交付申請のあった標記補助金について，かごしま中小企業ＤＸ推

進事業費補助金（事業者用）交付要綱第８条第１項の規定により下記のとおり交付するこ

とに決定したので通知します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業のテーマ 

 

 

 

２ 補助対象経費及び補助金交付決定額 

 

・ 補助対象経費（事業費総額）  円 

・ 補助金交付決定額  円 

 

３ 交付の条件 

 (1) 補助事業を中止又は廃止しようとするときは，補助事業の中止（廃止）承認申請

書（別記第２号様式）により事務局の承認を受けること。 

 (2) 補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助事

業の遂行が困難となったときは，速やかに事務局に報告し，その指示を受けるこ

と。 

(3) この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳，金銭（預金）出納簿等

の帳簿及び契約書，領収書等の明細が分かる証拠書類は，補助事業が完了した日の

属する年度の翌年度から起算して５年間整備保存すること。 

 (4) その他鹿児島県補助金等交付規則及びこのかごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助

金（事業者用）交付要綱の定めに従うこと。 

 



第４号様式（第８条関係） 

 

番     号 

 年  月  日 

 

 

           殿 

 

           かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局   印  

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

不交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった標記補助金については，審査の結果，不交付となりまし

たので，かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第８条第３項に基づき通

知します。 



第５号様式（第９条関係） 

                                  

年  月  日  

 

 

かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

                        住  所 

                    申請者 名  称 

職・代表者名 

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

交付申請取下申請書 

 

 年 月 日付けで交付申請した標記補助金における事業について，かごしま中小企業ＤＸ推

進事業費補助金（事業者用）交付要綱第９条の規定により，下記のとおり取り下げます。 

 

記 

 

申請年月日    年   月   日 

交付申請額            円 

取り下げの理由  

 

 



 

第６号様式（第14条関係） 

 

        年  月  日 

 

 

 かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

所 在 地               

申請者 名    称               

                 職・代表者名                  
 

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

計画変更承認申請書 

 

年  月  日付け  第      号で交付決定通知のあった標記補助金に係る事業について，

下記のとおり変更したいので，かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付

要綱第 14条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

１  変更の概要 

事業区分 当初計画 変更後 変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  変更の内容 

（１）補助対象経費及び補助金交付申請額 

 変更前 変更後 

補助対象経費 円 円 

他の制度等による補助金又は助

成金を受けていることの有無 

 

有 ・ 無 

 

有 ・ 無 

補助金交付申請額 円 円 

 

（２）補助事業の内容 

別紙事業計画書のとおり 

（交付申請時に提出した補助金事業計画書に，変更しようとする部分について変

更後の内容を記載する。） 



第７号様式（第 14 条関係） 

 

番     号 

 年  月  日  

 

 

            殿 

 

                                   かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局  印  

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

変更決定通知書   

 

 年  月  日付けで承認申請のあった標記補助金に係る事業の計画変更については，かご

しま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第 14 条第２項の規定により，下記の

とおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 決定（ 承認 ・ 不承認 ） 

   

２ 理由 

  

 

 



第８号様式（第 14 条関係） 

 

番     号 

 年  月  日  

 

 

            殿 

 

                                 かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局  印 

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

変更交付決定通知書   

 

 年  月  日付けで承認申請のあった標記補助金に係る事業の計画変更について，かごし

ま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第 14 条第２項の規定により，下記のと

おり変更決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 変更交付決定額 金          円 

   

２ 交付の条件 

  

 

 



第９号様式（第 15 条関係） 

 

 年  月  日  

 

 

 かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

                                             所 在 地 

                  補助事業者 名  称 

                        職・代表者名            

               

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

実績報告書 

 

 年  月  日付け 第   号により交付決定通知のあった標記補助金に係る事業を

下記のとおり完了したので，かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第

15 条第１項の規定により報告します。 

 

記 

 

１  補助事業の概要 

補助事業のテーマ  

実施期間 年  月  日～   年  月  日 

補助対象経費（事業費総額）  円 

補助金交付実績額  円 

 

２ 連絡担当者 

所属名  職 名  

氏 名  電 話  

ＦＡＸ  E-mail  

 

３ 添付書類 

(1) 事業成果報告書（別記第９号様式 別紙１） 

(2) 数値計画（別記第９号様式 別紙２） 

  (3) 収支決算書（別記第９号様式 別紙３） 

  (4) 補助対象経費の支払いが確認できる書類 

  (5) その他事務局が必要と認める書類 



 

第９号様式 別紙１ 

事業成果報告書 

 

１ 補助事業者の概要 

企 業 名  

所 在 地※1 〒 

 

代 表 者 氏 名  

主 た る 業 種 の

産 業 分 類※2 

中分類コード   項目名  

企業概要 設立年：       資本金：      従業員数：      

業務内容： 

 

国又は県等の 

補助事業の有無 

 ☐無  ☐有（事業名：                 ） 

※有の場合，事業計画書を添付すること。 

「パートナーシッ

プ構築宣言」 

の有無 

 ☐無  ☐有 

※申請時点において，ポータルサイト※３に 

企業名の掲載があることが条件です。 

「SECURITY ACTION

一つ星」 

宣言の有無 

☐無  ☐有 

※申請時点において，情報セキュリティ対策支援サイト※４に 

企業名の掲載があることが条件です。 

※１ 県外本社の場合，県内事業所の住所を記載してください。 

※２ 日本標準産業分類（平成 25 年（2013 年）10 月改定）の中分類コード，項目を記載

してください。 

（参考：日本標準産業分類：https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html ） 

※３ ポータルサイト URL：https://www.biz-partnership.jp 

※４ 支援サイト URL：https://security-shien.ipa.go.jp/security/index.html 

 

２ ＩＴベンダー又は認定経営革新等支援機関の概要 

支 援 機 関 名  

所 在 地 〒 

 

代 表 者 氏 名  

支援機関概要 設立年：       資本金：      従業員数： 

業務内容： 

担当者 職名：           氏名： 

主な職務内容： 

電話：           E-mail： 

ＩＴベンダー 

主たる業種※1 ☐ソフトウェア業 ☐情報処理・提供サービス業  

☐インターネット付随サービス業 

認定経営革新等支援機関 

認定経営革新等 

支援機関ＩＤ番号※2 

            

※１ 日本標準産業分類（平成 25年（2013 年）10 月改定）の小分類番号を参考にいずれ
か１つにチェックを入れてください。 

（参考：日本標準産業分類 大分類Ｇ-情報通信業:https://www.soumu.go.jp/main_content/000290726.pdf ）  

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html
https://www.biz-partnership.jp
https://security-shien.ipa.go.jp/security/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_content/000290726.pdf


 

※２ 認定経営革新等支援機関のＩＤ番号については中小企業庁のホームページより検索
し，記入してください。認定経営革新等支援機関の名称については，同ホームページ
に記載されているものと一致させるようご留意ください。 

（参考：認定経営革新等支援機関検索システム：https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea ） 
 

 

３ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進に向けた取組 

(1) 補助事業のテーマ 

 

 

 

(2) ＤＸの内容 

※今回の取組で目指すＤＸの内容をチェックしてください。 

☐ 製品やサービスの変革（新製品や新サービスの開発等）  

☐ ビジネスモデルの変革（新たなビジネスモデルの創出等） 

☐ 既存業務の変革（労働生産性の向上等） 

(3) 社内のデジタル教育・人材育成の状況 

※これまで実施した項目をチェックし，（  ）内に実施内容を記入してください。 

 ☐ 社外デジタル関連セミナーの受講 

（セミナー名：          実施団体：        参加人数： 人） 

（セミナー名：          実施団体：        参加人数： 人） 

 ☐ 社内デジタル関連研修の実施（前回実施日：令和 年 月 日 参加人数： 人） 

 ☐ 資格取得の奨励 

  （資格名：               取得人数： 人） 

（資格名：               取得人数： 人） 

 ☐ その他（                               ） 

 ☐ なし 

(4) 現在の経営課題（200 文字以内） 

※今回の補助事業で解決する経営課題を，簡潔に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

(5) デジタル技術・研修活用による経営課題解決の実施内容（400 文字以内） 

※デジタル技術・研修活用によって解決する経営課題が複数ある場合は，課題ごとに分け

て記載し，活用するデジタル技術・研修の内容を含めて整理してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea


 

(6) デジタル技術・研修活用による経営課題解決の期待効果（200 文字以内） 

※今回の補助事業を実施することにより，期待できる効果を定量的な指標で記載してくだ

さい。（定性的な評価を記載する場合は，定量的な効果を記載した上での補足事項として

記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 事業推進体制（必要に応じて行を追加すること） 

役割 所属・役職 氏名 職務内容 

推進責任者    

推進担当者    

    

    

    

    

(8) 事業推進スケジュール 

 

 

 

 

 

(9) 事業終了後のＤＸ推進計画 

 

 

 

 

 

(10) 事業成果に係る自己評価 

※本事業により導入したデジタル技術等について，良かった点，悪かった点とその理由に

ついて記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式 別紙２
数値計画

基準年 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後
Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

売上高 千円

売上原価 千円

売上総利益 千円 0 0 0 0 0 0

従業員数 人

従業員一人当たりの
年間平均労働時間

時間

労働生産性 千円／人

労働生産性の増加率 ％

※「基準年度」には，補助事業実施年度の前年の決算又は見込みを記載してください。
※従業員数は契約社員，パート・アルバイトを含んだ数を記載してください。



第９号様式　別紙３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（金額単位：円）

単価 数量 単位

※1,000円未満切り捨
て

※スペースが足りない場合は，適宜挿入して記載ください。

※全て消費税抜き（小数点以下は切り捨て）で計上して下さい。

※補助金交付実績額（B)は補助対象経費（A)に補助率（２/３以内）を掛けて，1,000円未満を切り捨てて算出します。

補助対象経費　A　　

補助金交付実績額　B（A×2/3）

備考

※ただし，Bが補助上限額を超える場合は，それぞれ上限額を記入してください。

Ｄ
Ｘ
の
推
進

収支決算書

１　支出明細書

事業
区分

経費区分 内容

積算

金額

企業名



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名

２　収支決算書

自 己 資 金

借 入 金

補　助　金
(B)

そ の 他

合　　計
(D)

ＤＸの推進
(A)

  ※全て消費税抜き（小数点以下は切り捨て）で計上して下さい。

収
　
　
　
　
入

（単位：円）

項   目 金　　額 備      考

支
　
　
　
　
出

　※備考欄には，その具体的な内容等を記載してください

合　　計
(C)

　※A～Dは入力不要です。（支出明細書から自動転記）



第 10 号様式（第 17 条関係） 

  

番     号 

 年  月  日  

 

 

            殿 

 

                                   かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局  印 

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

交付確定通知書   

 

 年  月  日付けで実績報告のあった標記補助金について，かごしま中小企業ＤＸ推進事業

費補助金（事業者用）交付要綱第 17 条の規定により，下記のとおり確定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業のテーマ 

   

 

２ 補助対象経費及び補助金交付確定額 

 

・ 補助対象経費  円 

・ 補助金交付確定額  円 

 

 



第 11 号様式（第 18 条関係） 

 

年  月  日  

 

かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

                                             住  所 

                  補助事業者 名  称 

                        職・代表者名             印 

             

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

交付請求書 

 

 年 月 日付け 第 号で額の確定のあった標記補助金について，かごしま中小企業ＤＸ

推進事業費補助金（事業者用）交付要網第 18 条第１項の規定により，下記のとおり請求しま

す。 

 記 

１ 補助金の請求額 

交付確定額（A）                    円 

請求額（B） 円 

未請求額（C=A-B） 円 

 

２ 振込先 

 

振込先 

口座 

金融機関名  本・支店名 
 

預金の種類 普通預金  ・   当座預金 

口座番号        

フリガナ  

口座名義  

 



第 12 号様式（第 19 条関係） 

 

番     号 

   年  月  日  

  

           殿 

 

                      かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局    印 

 

 令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

交付決定取消通知書 

 

 年  月  日付け 第  号で交付決定した標記補助金について，下記のとおり決定を

取り消したので，かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第 19 条第３項

に基づき通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業のテーマ 

 

２ 取り消した補助金交付決定額  

   金                円 

 

３ 取り消した理由 

 

 

 

 

 



第 13 号様式（第 21 条関係） 

 

    年  月  日  

 

 かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

                                             住  所 

                    申請者 名  称 

                 職・代表者名                

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

取得財産処分承認申請書 

 

標記補助金により取得した財産を，下記の通り処分したいので，かごしま中小企業ＤＸ推進事

業費補助金（事業者用）交付要綱第 21 条第２項の規定により申請します。 

 

記 

１ 処分する財産 

 （1）品     目 

 （2）取 得 年 月 日 

 （3）取得価格及び時価 

２ 処分の方法 

 

 

３ 処分の相手方 

 （1）住    所 

 （2）氏名又は名称 

 

４ 処分の理由 

 



第 14 号様式（第 21 条関係） 

 

番     号 

年  月  日  

 

         殿 

 

 

      かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局   印  

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

取得財産処分承認通知書 

 

年  月  日付けで承認申請のあった取得財産処分については，下記のとおり承認した

ので，かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第 21 条第３項に基づき通

知します。 

 

記 

１ 処分を承認する財産 

 （1）品     目  

 （2）取 得 年 月 日  

 （3）取得価格及び時価  

 

２ 処分の方法 

 

 

３ 処分の相手方 

 （1）住    所 

 （2）氏名又は名称 

 

４ 納付金額 

 



第 15 号様式（第 22 条関係） 

 

 年  月  日  

 

 かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

                                             所 在 地 

                  補助事業者 名  称 

                        職・代表者名                

               

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

産業財産権届出書 

 

 年  月  日付け  第   号により交付決定通知のあった標記補助金に係る産業

財産権等の取得等について，かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第 22

条第１項第１号に基づき報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業のテーマ名 
 
２ 産業財産権の種類          
 
３ 出願又は登録年月日 
 
４ 出願又は登録番号          
 
５ 出 願 に 係 る 内 容          
 
６ 相 手 先 及 び 条 件          
 
 ［記入要領］ 
 １ 「   年 月 日付け第  号」は，最終交付決定通知書（又は最終変更交付決定通

知書）の日付及び番号を記入すること。 
 ２ 「産業財産権の種類」には，特許権，実用新案権，意匠権，商標権の別を記入し，これ

ら権利の譲渡又は実施権の設定の場合には，当該事項を括弧書きで付記すること。 
 ３ 「内容」については，当該出願又は登録関係書類をもって代えることができる。 
 ４ 「相手先及び条件」は，権利の譲渡又は実施権の設定の場合のみ記入すること。 



第 16 号様式（第 23 条関係） 

 

年  月  日  

 かごしま中小企業ＤＸ推進事業事務局 御中 

 

                                             所 在 地 

                  補助事業者 名  称 

                        職・代表者名             

               

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

消費税等の額の確定に伴う報告書 

 

年  月  日付け  第   号により交付決定通知のあった標記補助金について，かご

しま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第 23 条第１項に基づき報告します。 

 

記 

 

１ 補助金額                                円 

２ 補助金の確定時における消費税等仕入控除税額（Ａ）             円 

３ 消費税等の額の確定に伴う助成金に係る消費税等仕入控除税額（Ｂ）     円 

４ 補助金返還相当額（Ａ－Ｂ）                       円 

 

 ［記入要領］ 

 １ 「補助金額」は，事務局が補助金の交付確定通知書により通知した額であること。 

 ２ 「補助金の確定時における消費税等仕入控除税額」は，実績報告書の額と一致するこ

と。 

 ３ その他，消費税等仕入控除税額の算定に必要な積算内訳書を別紙として添付すること。 



第 17 号様式（第 24 条関係） 

 

 年  月  日  

 

 

 かごしま中小企業ＤＸ支援事務局 御中 

 

                                             所 在 地 

                  補助事業者 名  称 

                        職・代表者名               

               

 

令和 年度かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用） 

事業状況報告書 

 

 年  月  日付け 第   号により交付確定通知のあった標記補助金に係る事業化

の状況について，かごしま中小企業ＤＸ推進事業費補助金（事業者用）交付要綱第 24 条に基づき

報告します。 

記 

 

補助事業のテーマ名   

補助金確定額        円  

産業財産権取得の状

況（出願準備中の場

合のみ） 

□特許 □実用新案 □意匠 □商標 □その他 

（                          ） 

 ［記入要領］ 
 １ 「 年 月 日付け第  号」は，交付確定通知書の日付及び番号を記入すること。 

 ２ 「産業財産権取得の状況」には，特許権，実用新案権，意匠権，商標権の別を記入し，

これら権利の譲渡又は実施権の設定の場合には，当該事項を括弧書きで付記すること。 

 
別紙１に加え，補足事項や事業を実施したことによる効果や効果が得られなかった理由等を

自由に記載してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第17号様式 別紙１
事業状況報告明細書

基準年 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後
Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

Ｒ 年
 月期

売上高 千円

売上原価 千円

売上総利益 千円 0 0 0 0 0 0

従業員数 人

従業員一人当たりの
年間平均労働時間

時間

労働生産性 千円／人

労働生産性の増加率 ％

※「基準年度」には，補助事業実施年度の前年の決算又は見込みを記載してください。
 （第９号様式別紙２（数値計画）における「基準年」の欄の数値と同じになります。）
 また，それ以降の年の欄は，既に決算期を迎えた年まで記入してください。
※   従業員数は，それぞれの決算期末時点の契約社員，パート・アルバイトを含んだ数を記載して
 ください。
※ 基準年度と比較し，記載事項の増減に本事業以外の要因が影響している場合，該当する要因の
 欄に，増減の理由を記載してください。
本事業以外の要因
売上高の増減
売上原価の増減
従業員数の増減
年間労働時間の増減

増減の理由


